· 特定農地貸付法による市民農園の開設
従来、特定農地貸付法による市民農園開設は、地方公共団体と農業協同組合に限られていましたが、平成１７年９月に法律が改正され、それ以外の方（農地の所有者、農地を持たない一般企業、ＮＰＯ等）でも市民農園を開設できるようになりました。

【開設手続き】
特定農地貸付法による市民農園の開設（特定農地貸付を行う）には、貸付を行う農地の所在する市町村農業委員会の承認が必要です。 

承認された農地については、特定農地貸付に係る農地の権利設定、移転に伴う農地法の手続きは不要となります。
〔特定農地貸付とは〕
次の要件を満たす農地の貸し付けのことです。 

· 利用者１人への貸付面積が１０００平方メートル未満であること。
· 貸付期間が５年を超えないこと。
· 営利を目的としない農作物の生産のために貸し付けられること。
· 複数の者に貸し付けること。
· 貸付規定等に従って貸し付けること。
〔承認の主な要件〕 

· 周辺農地の農業上の効率的かつ総合的な利用の確保に支障を及ぼさない位置および妥当な面積であること。
· 利用者の募集および選考方法が公平かつ適正であること。
· 小作地でないこと。 

〔主な提出書類〕
特定農地貸付の承認申請には、次の書類を農業委員会に提出ください。（貸付協定が締結済みである必要があります。可児市との協定等については、あらかじめ産業振興課へご相談ください。）
· 貸付協定

　　　地方公共団体および農業協同組合以外の開設者は、貸付農地の適切な管理、運営利用の確保等に関し、その農地が所在する市町村等と締結した貸付協定が必要です。

· 貸付規程

　　　貸付の実施・運営に関し、貸付主体や貸付条件等の必要な規程事項を定めたものです。
· 申請書
